
地震リスクを考慮した LCC－GAモデルによる管路更新計画の最適化 
 

INTRODUCTION 

日本を始めとする先進諸国の多くでは，財政上の制約もあり，急速に老朽化する水道管路の更新に悩ま

されている．水道資産の多くを占める水道管路はその布設から，事故による損失，撤去までライフサイク

ル全体で費用を発生させるため，長期的な視点を持って管路更新の意思決定を行うことが持続的な経営

には必須である．こうした理由から，ライフサイクルコスト（LCC）の最小化を目的とする管路更新計画

モデルが数多く提案されてきた（例えば，[1]）．さらに，近年は整数コーディング[1]や局所探索機能の実

装[2]により計算時間も大幅に改善されてきた． 

日本のような地震大国では，地震リスクも LCC の重要な一要素となる．地震発生時の被害も PDD 法

とモンテカルロ法により確率的なシミュレーションが可能になってきている[3]が，これを長期的なリス

クとして LCCに統合する試みは筆者らの知る限りはこれまで十分に行われていない．地震リスクを考え

ない既往モデルでは，本来早期に行われるべき管路更新が誤って遅く評価される可能性がある． 

そこで本研究では，地震カタログに基づき金銭化された地震リスクを LCCに導入し，地震リスクを管

路の更新計画に反映する手法を提案する． 

 

METHOD AND MATERIALS 

 本研究で提案するモデルは，地震リスクを考慮していない著者らの LCC－GA モデル[2]に期待地震被

害額E[𝑍𝑡]を追加することで新たに得られるものである． 

E[𝑍𝑡] = ∑𝑃𝑟𝑜𝑏(𝑡, 𝑘)E[𝑧𝑡,𝑘] 

ここに，𝑡は経過年数，𝑘は想定される震源，𝑃𝑟𝑜𝑏(𝑡, 𝑘)は地震発生確率，E[𝑧𝑡,𝑘]は地震𝑘発生時の期待被害

額であり，既往の地震時被害シミュレーション（例えば，[3]）から求めることができる． 

長期的な期待地震被害額の算定には対象の管路システムに被害を及ぼしえる震源群のリスト(𝑘 ∈ 𝐾)と

震源毎の長期的な発生確率𝑃𝑟𝑜𝑏(𝑡, 𝑘)の予想が必要となる．日本では，長年の調査により全国の活断層や

トラフがデータベースになっており，震源固有の長期的な発生確率も図 1 のように公開されている[4]．

このデータベースから水道管路システム近傍の震源をリストアップし，確率分布から地震の発生確率を

図 2のように求めることができる．モデルは東京のM市の送水システムを対象に適用した． 

図 1 日本の震源マップ 図 2 推計された地震発生確率 



RESULT AND DISCUSSION 

期待地震被害額E[𝑍𝑡]を導入した LCC－GA モデルを用いて最適化を行った結果，表 1にあるように地

震リスクを考慮することで考慮しない場合よりも 5年から 15年程度更新が早期化された．また，図 3の

年別期待地震被害額の推移を見ると，更新に伴う管路の耐震化により次第に地震リスクが低下し，最終

的には地震リスクがゼロになる様子をモデルが表現できている．特に，普通鋳鉄管である管路 2 の更新

は地震リスクを大幅に低減させており，これらの更新が LCC削減に大きく寄与することが分かる． 

 

 

CONCLUSION 

 本研究では，これ水道管路システムのLCCとして考慮されてこなかった地震リスクの定量化に着目し，

地震カタログに基づく長期的な地震リスクの定量化方法を提案した．地震リスクを考慮したLCC－GAモ

デルをM市の送水システムに適用した結果，更新が5年から15年程度早期化されており，地震リスクを考

慮しないモデルは適切な更新時期を遅く見積もることが示された．また，普通鋳鉄管の更新が地震リス

クを大幅に低減させることがモデルから示されており，普通鋳鉄管の早急な更新が地震リスクだけでは

なく，LCC全体の削減に大きく寄与すると示唆された． 

 

 

 

 

表 1 割引率別の最適更新計画 

図 3 年別期待地震被害額の推移 
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